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１．はじめに 

 
現在、わが国には、国内の木材需要に十分

対応できる量の森林資源が存在する。しかし、

実際には、国内における国産材の利用は進ま

ず、輸入材の利用が大半を占めている。 
わが国の国土の約 3 分の 2 は森林であり、

そのうち人工林（人が何らかの形で手を加え

ている森林）は、国内の森林全体の約 4 割

（1,036 万 ha）を占めている。人工林のうち、

建築用途向けなどの木材製品として利用可能

な森林資源（樹齢 46 年以上とする）は、人

工林全体の約 2 割に当たる 220 万 ha（＝7
億 6,864 万 m3）と算定される（図表１）。ま

た、国内の森林蓄積量は、年間約 8,000 万

m3 増加している状況である。 
 

図表１ 国内における森林資源の現況 
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出所）林野庁「人工林 齢級別 面積 」「我が国

の森林資源の現況」（平成 14 年） 

一方で、国内における木材需要は、年間約

8,743 万 m3（平成 18 年、輸出需要を除く）

であり、需要値だけでみた場合、国内の森林

資源を利用すれば、十分に自給できる水準で

ある。しかし、現状では、国内の木材需要に

対する供給の約 8 割を輸入材が占めており、

わが国の木材自給率は約 2 割に留まっている

（図表２）。つまり、現在のわが国は、国内需

要に対応できるだけの十分な量の森林資源を

保有しつつも、あえて海外から木材を購入し

ている状況にあるといえる。 
 

図表２ 我が国の木材供給の現況 
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出所）林野庁「木材需給表」（平成 18 年） 

 
この主な原因は、輸入材の圧倒的な価格競

争力にある。割安な輸入材が国内市場に流入

した結果、例えば、「すぎ中丸太」の場合、平

成 13 年からの 5 年間で、国内市場価格が約 2
割低減した（図表３）。その一方で、国内の林

家の木材伐出にかかる費用は変化しておらず、

平成 17 年に発表された「林家の林業収入」

は、年間 29 万円と過去最低の水準となった。 

 
中山間地域の地域活性化を目指した林業分野の新たな取り組み 

－企業を巻き込んだ国産材の利用促進に向けた取り組み－ 
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図表３ 木材市場価格の変化（スギ中丸太） 
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出所）農林水産省統計部「木材価格」 

 
このように、近年、木材の国内市場価格が

下落傾向にあり、林家の経営が貧窮すると同

時に、国内の森林資源が利用されないまま放

置されている。このような状況が続く中で、

国産材の需要を拡大し、利用の促進を図るこ

とは、国内林業において重要な課題である。 
以下では、3 つの活動事例を紹介し、国産

材の需要拡大に向けた対応策の方向性を示す。 
 
 
２．国産材の需要拡大に向けた取り組み 

 
国産材の需要拡大に向けた先進的な取り組

みを行っている活動事例として、地域材の利

用促進に向けた施策を展開する「京都府」、森

林整備につながる国産間伐材の利用促進に向

けた施策を展開する「森の町内会」と「株式

会社ログウェル日本」（以下、「ログウェル」）

を取り上げる。 
 
１）京都府 

京都府では、府内産材の利用促進を目的と

して、府内産材による家づくりを支援する取

り組みを行っている。 
平成 16 年から京都府地球温暖化防止活動

推進センターという NPO と協力し、木材の

流通過程のあらゆる段階の事業者（素材生産

業者、木材市場、木材加工業者、流通販売業

者）について、府内産材を扱う事業者を「取

扱事業体」として認定している。素材生産か

ら加工・流通まで一貫して「取扱事業体」が

扱った府内産材のみを「認証材」として、府

内産材のトレーサビリティーを確保し、木材

の輸送過程で排出される二酸化炭素の削減効

果を証明する「ウッドマイレージ CO2 認証制

度」という仕組みを導入している。 
この制度のポイントは 2 つある。第一に、

NPO という第三者を認証機関として設置し

ていることであり、第二に、「取扱事業体」の

認定条件の一つとして、府内産材と府外産材

を分別管理できる体制の整備を課しているこ

とである。こうすることで、木材トレーサビ

リティーの信頼性を担保している。 
また、京都府産木材で家づくりを積極的に

行っている工務店や設計事務所を、「緑の工務

店・緑の設計事務所」として認定し、平成 18
年から「認証材」を利用した家づくりを行う

際には、「認証材」の使用量に応じて認定を受

けた工務店に補助金を交付する「緑の交付金」

という制度を運用している。工務店に補助金

を交付することで、工務店には施主に対して

府内産材を使用した住宅を積極的に提案する

インセンティブが働く。また、補助金を輸入

材と府内産材との材料価格差の補填に充てた

場合、その半分程度を賄うことが可能であり、

施主にもメリットが生じる。 
京都府では、平成 19 年から府内の 6 金融

機関が、新築、増築時に「認証材」を使用し

た施主に対して、住宅ローン金利を優遇する

サービスを始めた。さらに、一部の金融機関

では、「ウッドマイレージ CO2 認証制度」で

「取扱事業体」として認定を受けた事業者に、

設備投資等への低利融資を受けられるように

した。金融機関は、地域貢献、環境問題への

対応といった社会貢献活動の一環としてこれ

らのサービスを提供している。 
このように京都府は、NPO と連携した認証

制度を構築し、社会貢献活動を目的とした金
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融機関を巻き込むことで、府内産材を利用し

た家づくりに関わる主体への支援制度を整備

することに成功したのである。 
 
図表４ ウッドマイレージＣＯ２認証制度の仕組み 
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出所）「ウッドマイレージ CO2 認証制度」説明資料

より作成 
 
２）森の町内会 

森の町内会は、国内の森林の間伐促進を目

的とし、間伐材から製造された紙を、企業や

団体に適正価格で購入してもらう活動を行っ

ている。この活動は、企業が共同してオフィ

ス古紙のリサイクルに取り組む活動を継続し

ている環境 NPO「オフィス町内会」が事務局

として運営する新たなプロジェクトである。 
現在、国内の人工林の約 6 割が間伐作業を

必要としているにも関わらず、収支が合わな

いために間伐作業ができず、森林が荒廃して

いくケースが後を絶たない。森の町内会の実

績（平成 17 年 12 月）では、林家が間伐を行

った際の収支（＝間伐材販売収入－販売まで

にかかった費用）は、国や地方からの補助金

を勘案しても、1.8ha あたり 68 万円不足（赤

字）しており、間伐作業が林家の大きな負担

となっているのが実態である（図表５）。 

図表５ 林家の間伐材に関する収支状況 
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出所）森の町内会 第１回間伐の実績 

（平成 17 年 12 月） 
 

森の町内会は、林業を主な産業として営む

町と製紙会社と連携して、間伐材を原料とし

た紙（主に印刷用紙）を製造している。また、

間伐に関する収支の差額分を紙代に上乗せし

て、その紙を“間伐サポーター企業”に使用

してもらう取り組みを行っている。森の町内

会は、林家が伐採した間伐材に対して、「“森

の町内会”指定の間伐材」の認証を行い、製

紙会社はその材を原料に紙を製造する。また、

間伐サポーター企業は、社会貢献活動の一環

としてこの紙を購入することで、森の町内会

の取り組みに参加する形となる（図表６）。紙

代への上乗せ額は、一般的な紙代の 1 割程度

であり、会計上は「寄付」ではなく「用紙代」

として計上できる。 
平成 17 年に、岩手県岩泉町の協力を得て

第 1 回の間伐をスタートした。岩泉町にとっ

ては、自分たちの町の健全な森林管理が促さ

れる仕組みであるため、森の町内会の仕組み

に欠かせない「間伐材のトレーサビリティー

の確保」を徹底するインセンティブが働く。 
現在、第 4 回まで間伐が行われており、29

社が森の町内会の取り組みに参加している。

伐出効率や木材の輸送効率を考慮すると、「森

の町内会」の仕組みで林家の間伐にかかる費
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用超過分を賄おうとした場合、ある一定規模

（約 0.9ha）以上の間伐が必要であり、複数

の間伐サポーター企業を組み合わせて、その

規模を確保している。 
このように森の町内会の取り組みは、複数

の参加企業が社会貢献活動として支出した資

金を集約することで、林家の間伐にかかる費

用負担を補完しようとする活動である。適切

な間伐が行われることで、衰退する中山間地

が享受できる経済的、社会的便益は非常に大

きく、企業としての社会貢献活動としても重

要な取り組みといえる。 
 

図表６ 「森の町内会」のフロー概要 
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出所）「森の町内会」説明会資料 

 

３）ログウェル 

国内の木製パレットの生産量は年間約

5,200万枚で（2005年度日本パレット協会）、

その多くが輸入材を材料としている。ログウ

ェルでは、国産の間伐材の有効活用を目的と

して、国産の間伐材や未利用材を材料とした

木製パレットを生産する事業を行っている。 
現状では、木製パレットを国産材で作る場

合と輸入材で作る場合を比較すると、材料価

格が 3～4 割程度増加してしまう（材料価格

は輸入材約 3 万円/m3 に対して国産材約 4 万

円/m3）。 
そこで、ログウェルは国際環境 NGO 

FoEJapan の「森のプレゼント」事業を活用

し、その寄付金を用いて輸入材から国産材に

シフトすることで、パレットの購入者が発生

する材料価格の差額分を 1 か月後に受け取れ

る仕組みを構築している。 
「森のプレゼント」事業とは、FoEJapan

が国内の木材供給の再構築を目指して行って

いる事業である。企業、団体、個人からなる

「環境投資者」から寄付金を集め、その寄付

金をもとに、自らが認定した地域材の利用に

積極的なプロジェクトの促進を支援する取り

組みである。間伐材を用いた木製パレットを

生産するログウェルの取り組みは、「森のプレ

ゼント」事業の認定プロジェクトであり、「環

境投資者」である豊田自動織機の寄付金を活

用して事業が進められている。 
豊田自動織機は、社会貢献活動の一環とし

て、基幹事業である産業車両事業の物流過程

で使用する木製パレットに、国産の間伐材を

活用する本事業に参加している。 
本事業で生産される木製パレット枚数は年

間 4 万枚（目標値）とそれほど大きな規模の

取り組みではない。しかし、企業が社会貢献

活動を目的として NGO に寄付を行い、NGO
が地域材の利用促進につながると認証した事

業に対して寄付金を投入するという仕組みは、

今後の国内の森林保全を促進させる有効なモ

デルといえる。 
 
図表７ 「森のプレゼント」事業のフロー概要 
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３．新たな取り組みの特徴 

 
今回取り上げた 3 つの事例は、いずれも企

業が社会貢献活動の一環として資金を投資し、

持続可能な森林づくりの実現につなげていく

試みといえる。これらの試みの特徴として以

下の 3 点を挙げることができる。 
１）企業と自治体、NGO・NPO との連携 
２）木材トレーサビリティーを確保する分

別管理体制の整備 
３）認証機関の設置 

 
１）企業と自治体、ＮＧＯ・ＮＰＯとの連携 

持続可能な森林づくりには、多くの資金や

労働力が必要になる。しかし、木材の流通過

程には多くの事業者が介在し非常に複雑であ

るため、林業に関する知識や経験のない企業

が社会貢献活動の一環として、持続可能な森

林づくりに取り組むことは難しい。 
そこで、従来から林業に携わってきた人材

を有する自治体や NGO・NPO が、知識や経

験のない企業でも参加することのできる基盤

を整備することで、企業と自治体、NGO・

NPO が連携して森林づくりに向けた取り組

みを進めていくことが可能になる。 
多くの企業の参画を促すためには、各企業

が自社にあった取り組みを選択できる仕組み

を構築していくことが重要になる。具体的に

は、自治体や NGO・NPO が個別に複数の取

り組みメニューを用意していく方法、もしく

は、林野庁や NGO・NPO 等が中心となり、

企業が各地域の取り組み内容を一覧できるデ

ータベースを構築していく方法が有効である。 
 
２）木材トレーサビリティーを確保する分別

管理体制の整備 

特定地域の木材の利用促進事業を行う前提

として、木材がどの山から伐採され、どの市

場、加工業者を経由してきたのかを把握でき

る木材トレーサビリティーの仕組みを構築し

なければならない。そのためには、木材の流

通過程に介在する多くの事業者が、特定地域

の木材とそれ以外の木材を分別管理できる体

制を整備する必要がある。 
京都府では、事業者の体制整備を促進する

施策として、分別管理体制を整備している事

業者に認定を与え、認定事業者に低利融資と

いう経済的インセンティブを付与する仕組み

を導入している。 
 
３）認証機関の設置 

さらに、木材に付与されたトレース情報の

正確性を担保するために、第三者機関として

認証機関を設置することが重要になる。 
認証機関の役割として、木材トレース情報

の正確性を担保する認証機能と、認証された

木材の流通量を管理する機能の 2 つが挙げら

れる。後者の機能は、地域の木材利用促進策

を進展させていく上で重要な機能といえる。

認証された木材の流通量を管理することで、

計画どおりの流通量が確保できているのかを

確認し、次の展開を検討する地域の木材の利

用促進に向けた PDCA サイクルができるた

めである。これにより、認証機関の積極的な

関与が、地域の木材の利用促進を進める鍵に

なると考えている。 
さらに、第三者である認証機関が加わるこ

とで制度の信頼性が増す。その結果、企業は

社会貢献活動の一環として参画しやすくなる

ため、企業の参加促進という面からも、認証

機関の設置は重要といえるだろう。 
 
 
４．残された課題と対応の方向性 

 
本稿で紹介した事例のように、企業の社会

貢献活動の一環として、国産材需要拡大に向

けた取り組みに参加してもらうことは、持続
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可能な森林づくりを促進させていく上で有効

な施策といえる。 
しかし、今後、今以上の企業参加を促して

いくためには、社会貢献活動としての位置付

けとは別に、新たな価値の付与が必要になる。 
その一つとして、企業が行った森林づくり

に関する活動の CO2 吸収量を評価し、認証す

る制度を挙げることができる。この制度は、

京都府の森林吸収量認証制度をはじめ、いく

つかの地域において導入され始めている。具

体的には、認証機関が森林づくりに貢献する

企業の活動を CO2 吸収活動として認証する

とともに、活動による CO2 吸収量を算定し、

該当する CO2 吸収量を企業に認証する仕組

みである。CO2 削減活動に取り組む企業は、

森林づくりによる CO2 吸収量を自社の削減

量とみなすことができるため、このような制

度は企業の積極的な関与を促進すると期待さ

れる。 
しかしながら、現段階では、CO2 吸収量の

認証制度は地域ごとに進められている。その

ため、各地域の制度の互換性がないことで、

企業は他の地域の活動に投資することができ

ず、必要な地域に資金が集まらない事態が発

生し得る。 
そこで、今後期待される展開として、各地

域が連携し、各地域の認証制度に互換性を持

たせる取り組みを進めていくとともに、圏域

レベル、または全国レベルで統一された認証

制度を整備していく必要がある。そうするこ

とで、企業はシームレスに森林づくりが必要

な地域に資金を投じることができ、該当する

CO2 吸収量の認証を受けられるようになる。 
 
 
５．おわりに 

 
本稿では、林業以外の事業を本業とする企

業を巻き込み、自治体、NPO と連携し、国産

材需要拡大に向けた取り組みを進めていく事

例について紹介してきた。 
しかし、大規模な国産材需要拡大を図るた

めには、以前から課題といわれてきた国産材

の安定供給やコスト削減といった問題を避け

ることはできない。すでに、これらの課題に

対する取り組みが林野庁を中心に進められて

いるが、早期に日本の林業構造を抜本的に見

直し、輸入材に対抗できる国産材の供給体制

を構築していくため、この分野の取り組みを

さらに強化すべきである。 
構造変化に向けた過渡期である現在、林業

以外の事業を営んでいる企業を巻き込んだ施

策を進めていくことは、ダイレクトに大規模

な国産材需要拡大へとつながらないとしても、

林業関係者以外の人の国産材への関心を高め

ることになるため、将来的な国産材の利用拡

大につながる施策として期待できる取り組み

といえるだろう。 
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